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少子化の急激な進行、

働く人々のライフスタイルの多様化、

さらに共働き家庭の増加などを背景として、

「自分も育児に関わりたい」

「育児に関わらなければ」

という男性社員が増えています。

いま、女性社員の育児支援だけではなく、

男性社員の育児参加も積極的にサポートする企業

が求められています。

男性社員が育児参加できる職場環境づくりに

どのように取り組んだら良いのでしょうか。

このガイドブックを活用し、あなたの会社でも

男性社員の“仕事と育児の両立”を、

応援しましょう。

男性の育児参加を支援するワーク・ライフ・バランス企業へ

それじゃ
始めましょう。

よろしく
お願いします。

生徒
これから
取組を始めようとする
企業の担当課長

講師
育児参加支援の
取組で成果を上げた
企業の担当責任者
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まとめ 企業にとっての必要性とメリット
基礎編

1. なぜ、男性の育児参加が
重要なのでしょうか？

父親が育児に関わるのはとても大切なことです。
そのための職場環境の整備は、
企業にも多くのメリットをもたらすことになります。

男性の育児参加といっても、
いろいろなケースがあります。

男性の育児参加には、育児休業を取得することだ

けではなく、幅広い参加の仕方が考えられます。

●保育所へ迎えのために夫婦交替で定時に退社する

●子どもの看病や妻の体調不良のために仕事を休む

●子どもをお風呂に入れるために早めに退社する

●在宅勤務や短時間勤務を利用する

●妻の出産時に休暇を取る

などがあげられます。その各ケースに対応できる職

場づくりが求められるのです。

父親が積極的に育児に関わるのは、その後の子ど

もとの関係を醸成していくためにも重要です。

●仕事も家庭も同じように大切にしたいと希望する

人が増えています。社員のライフスタイルを実現

できる環境を提供することは、他の労働条件と並

んで、優秀な人材を惹きつける、重要な要素の一つ

となっています。

●育児参加ができる職場環境を提供することは、社

員の満足感の向上につながります。また、メリハリ

のある働き方や質の高い仕事の仕方などによって

生産性が向上することも期待されます。

●育児休業や短時間勤務は、業務配分方法の見直し、

業務や情報の共有化など仕事の進め方を見直し、

効率化するきっかけとなります。

●仕事を離れる時間を持つことは、商品開発などに

おける新たな視点や豊かな発想をもたらし、創造

性を高めることにも寄与すると考えられます。

育児参加を支援することによって
企業活力が高まる効果があります。

「男性」社員のためのサポートが
いま求められています。

仕事と生活の調和
長時間労働で育児に参加できない夫と育児負
担が増大する妻。社員が健康で意欲を持って
仕事に取り組めるようにするためには、ワー
ク・ライフ・バランスが必要。

CSR（企業の社会的責任）の遂行
企業は業績ばかりでなく、社会的公正や環境問
題への取組も評価される。男性の育児参加は、
いわば時代の要請。投資家・顧客等の信頼を得
るためにも、企業として応えることが必要。

多様な人材の活用
企業活力を高めていく上で、多様な人材を活
用することが不可欠。特に女性の活躍を進め
るためには、夫婦で子育てできる職場環境の
整備が必要。

社員のニーズへの対応
子育て世代の男性の多くが育児に参加したい
と希望。企業を支える子育て世代が意欲を持
って働けるようにするためには、そのニーズや
意識の変化に対応していくことが必要。

必
要
性

この会社に入って
よかったナ。

当社は育児参加を
積極的に支援しています。

これまでも企業は、社員の仕事と家庭の両立支援

に取り組んできましたが、女性社員を念頭に置いて

進められてきた傾向が強かったのです。

●両立支援制度を活用し、育児参加した男性社員の

例もありますがきわめて少数で、男性が育児参加で

きる職場環境の整備についての企業の取組は、まだ

まだ立ち遅れているといわざるを得ません。

●この環境づくりのためには、既存の取組に加えて、

特に男性による制度利用を意識した取組が必要なの

です。

メリット
ですね！

男性社員の
育児参加を
支援した
効果ね。



基礎編
2. 育児参加を進めるための
課題とは何でしょうか？
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まとめ 男性の育児参加に向けて解決すべき課題

A
意識の面

経営層をはじめとして
職場全体の理解が必要

B
働き方の面

働き方に無理があると
育児参加も困難

まずは社長を
説得しましょう。

経営層の
理解が
不可欠です！

育児参加どころか
組織として
無理がある…。

働き方の
見直しが
大切ね。

男性の育児参加を進めるためには、職場全体の意識改革が必要に。
さらに長時間労働などについて、働き方の見直しが求められます。

企業の経営層や管理職層の多くは、専業主婦の妻

が育児を担い、夫は仕事に専念してきた世代。現在

子育て中の世代とは意識やライフスタイルがかなり

異なります。

経営トップや管理職が、男性社員が育児のため早退

したり、育児休業を取ることの必要性をしっかり理解

し、支援の方針を打ち出すことができれば、育児参加

しやすい職場環境の実現に近づけます。

職場のサポート体制を整える上で、管理職の役割は

非常に重要です。直属の上司が男性の育児参加を肯

定的に捉えなければ、円滑な制度利用は難しくなって

しまいます。職場全体が両立支援制度を理解し、制度

利用を「お互い様」という感覚で認めあえる雰囲気を

つくることが必要です。

経営者
育児は女房が一人で
頑張ったものだよ。

管理職
うちは女房の実家が
手伝ってくれてね。

男性社員がどんどん育児に
参加するようになってきたぞ。

すばらしい！

子育て世代の社員
育児休業を取りたいって
言いづらいよなぁ。

同僚
君の仕事は
誰がやるの？

誰も
休暇を取らない

雰囲気

長時間労働
が当たり前

明らかな
人員不足

一部の社員に
仕事集中

単身赴任

C
制度・運用の面
男性の利用も念頭に置いた

制度にすること

男性が
利用しやすく
するわけですね。

安心して
育児に参加
できるように
しないと。

周囲に
迷惑？

キャリアに
傷？

収入は？

意識面での課題

経営トップをはじめ、社員それぞれが
意識を変えましょう。

子育て世代の30歳代の男性の5人に1人は、週

60時間以上働いているというデータがあります。ま

た、労働者1人あたりの平均年次有給休暇の取得率

は46.7％です。職場全体の業務の進め方が長時間労

働を前提としていることが大きな要因であり、職場

の人員が十分でないため、長時間労働が恒常化して

いたり、事務が一部の社員に集中し労働時間が長く

なるケースも少なくありません。

長時間労働や休暇を取得しない働き方が前提では、

男性社員に育児参加したいという思いがあっても、

実現は難しいでしょう。

働き方の面での課題

長時間労働などの働き方を見直しましょう。

育児期の子どものいる男性社員には育児のために

職場を抜けることで周囲に迷惑を及ぼす、築き上げて

きたキャリアに傷がつくのでは、などのような不安が

女性の場合以上にあります。

また、男性の場合、多くが主たる生計維持者であり、

育児休業のような長期休業により、その間収入が途絶

える不安も大きいのです。

両立支援は男女共通のものですが、男性の利用も

念頭において制度を見直し、運用面でも制度利用に

伴う雇用管理ルールを周知する等、不安を少なくする

取組が求められています。

制度・運用面での課題

男性社員も念頭に置いた制度に見直し、
制度利用に伴う不安を少なくしていきましょう。

アーッ！　不安がいっぱい

経営層の方針を
伝達する立場

ヒ
エ
〜
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まとめ 取組ステップの全体像

取組ステップへ

はい、いよいよ
始まる
わけですね。

これから取組の
ステップを
1つずつ説明して
いきます。

基礎編
3. 男性が育児参加しやすい
職場づくりに向けた取組は、

どのように進めたらよいでしょうか？
自社の状況に適した方法での取組を進めていきましょう。

男性が育児参加しやすい職場づくりに向けた取組

は次のような手順で進めていきましょう。

ステップⅠ　課題の把握と取組方針の決定

男性の育児参加を進める意義や取組方針は、企業

の現状や抱えている課題に応じて検討する必要があ

ります。

まず最初に、社内アンケート調査などにより、自社の

現状と課題を把握し、目標や方向性を明らかにします。

ステップⅡ　体制の整備と実施計画の策定

取組を推進していく上で核となる社内検討・推進委

員会を立ち上げ、取組方針を社内外へ公表することに

より、取組の推進体制を整備します。

社内検討・推進委員会では、取組の優先順位を決定

し、具体的な目標、スケジュール、対策などを盛り込

んだ実施計画を策定します。

ステップⅢ　課題への対応策　
―働き方や制度・運用の見直し―

策定した実施計画に沿って、課題解決のための取組

を進めます。

長時間労働などの「働き方の面での課題」には、業

務の分担や流れを見直し、業務を効率化します。また、

管理職や一般社員自身が、長時間労働を当然のよう

に受け止める意識を変えることも重要です。

「制度・運用面の課題」には、新たに両立支援制度を

導入したり、男性社員も念頭においた制度の見直しを

行います。また、雇用管理ルールの明確化など制度を

円滑に運用するための取組を行います。

ステップⅣ　課題への対応策　
―社内風土の醸成―

「意識面での課題」に対応するため、管理職や社員に

対し、情報提供や研修を行うなどにより意識改革を図

り、男性が育児参加しやすい社内風土をつくります。

ここでの取組は、ステップⅢの取組と連動させながら、

また、継続して行うことが重要です。

ステップⅤ　取組効果の検証

現状が改善されているか、目標がどの程度達成で

きているか検証します。

課題への対応策
男性の育児参加に向けた課題を解決するには、働き方や

両立支援制度・運用の見直し、さらには男性が育児参加し

やすい社内風土の醸成が必要です。企業の状況や抱える課

題に応じて、必要なものから優先して取り組みましょう。

男性が育児参加しやすい職場づくりに向けた課題への対応策

男性の育児参加に向けた働き方や制度・運用の見直し

①業務の効率化

②時間管理に関する意識改革

③早帰り運動、年次有給休暇の取得促進

①育児休業制度

②勤務時間を柔軟にする制度

③在宅勤務制度

④休暇制度

⑤経済的支援

⑥事業所内託児施設

①両立支援制度利用時の雇用管理ルールの明確化

②制度利用者の支援体制の整備

男性が育児参加しやすい社内風土の醸成

（1）従業員への情報提供

（2）管理職の教育

（3）男性従業員自身の意識改革

（1）働き方の見直し

（2）両立支援制度の
導入・改善

（3）両立支援制度
運用の円滑化

課題の把握と
取組方針の決定

体制の整備と
実施計画の策定

取組効果の検証

①ファミリー・フレンドリー・サイトによる診断（両立指標）

②社内アンケート調査、ヒアリング調査の実施

③両立支援や男性の育児参加支援の取組方針の決定

①社内検討・推進委員会の設置・運営

②両立支援や男性の育児参加支援の取組方針についての
社内外への公表

③社内検討・推進委員会による取組の実施計画の策定

①社員アンケートの実施

②社内ヒアリングの実施

③｢両立指標｣での再評価

④社員への聴取／等

働き方や
制度・運用の見直し

社内風土の醸成

①働き方の見直し

②両立支援制度の導入・改善

③両立支援制度運用の円滑化

①社員への情報提供

②管理職の教育

③男性社員自身の意識改革

【課題への対応策】

ステップⅠ

ステップⅡ

ステップⅤ

ステップⅢ

ステップⅣ
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まとめ 現状と課題を把握し、取組方針を決定する
実践編 ステップⅠ

課題の把握と取組方針の決定

取組の方針を決める際、
何に留意すればよいのでしょうか？

男性の育児参加についての
社内の現状と課題を把握する必要があります。

社内の現状と課題の把握によって
取組の方針が決まります。

男性が育児参加しやすい職場づくりに向けて、最初

に行うことは、企業の置かれている現状、抱えている

課題を把握することです。社員の年齢構成や家族構

成、地域の育児支援の状況などにより、育児支援ニー

ズは異なるからです。

また、自社の制度の整備状況、利用状況、さらに制

度を利用したいと考える社員の上司、同僚、部下それ

ぞれの対応状況などを把握する必要もあります。これ

らにより、「効果的な支援ができているのか」「もしで

きていないのなら課題は何か」といった、現状と問題

点を明確にした上で、取組方針を決定します。

現状や課題を把握するためには、（財）21世紀職業

財団のファミリー・フレンドリー・サイトによる診断、

社員へのアンケート調査やヒアリング調査などの手

法があります。また、通常の人事ヒアリングや管理職

による面談など、日頃からの社内でのコミュニケーシ

ョンを通じて意見を集めることも有益です。

このサイトでは、企業における仕事と家庭の両立の

しやすさを、「両立指標」という尺度で診断することが

できます。企業自らが、仕事と家庭の両立支援に関す

る設問に回答することで、自社の両立しやすさが客観

的に評価できるようになっています。

企業としての取組度合いや利用状況などを総合的

に判断できるだけではなく、どのような分野で取組が

遅れているか等を把握することができます。自社の課

題を把握するための第一歩として、このサイトをぜひ

活用しましょう。

「ファミリー・フレンドリー・サイト」による
診断などで、自社の状況を把握します。

ファミリー・フレンドリー・サイト
（http: //www.familyfriendly.jp）

男性が育児参加しやすい職場づくりを進めていく

上で、社員の声を聞くことは重要です。その具体的な

手法が、アンケート調査やヒアリング調査です。

経費と時間、何を重点的に聞き、誰を対象者として

調査するのかなどを検討し、自社にとって最適な方法、

内容で実施します。

① アンケート調査
アンケート調査にあたっては、「社員が育児にどの程

度関わっているのか」、「男性の育児参加を阻んでいる

要因は何か」、「男性の育児参加を促進するために企業

は何をすべきか」等の現状や課題を把握できるように、

自社の実態に即した設問を設定することが重要です。

② ヒアリング調査
ヒアリング調査については、社内における各種会

議や会合等の機会を利用して意見聴取等を行うこと

も考えられます。性別、年代、職種等によって、社員

の意見は異なることが想定されます。偏った意見を

もとに、企業の取組方針を決定するリスクを回避する

ためには、属性別にヒアリングを実施したり、あるい

は属性別のグループ・インタビューを実施したりする

などの工夫も必要です。

アンケートやヒアリングによる
社内調査も必要です。

1 総合評価 両立支援の取組度合いや
制度利用状況などを評価

2 分野別評価 どの分野で取組が
遅れているかなどを把握

3 ランキング 業種・地域・規模別に評価

4 診断コメント 今後の取組へのアドバイス

取組方針の決定

男性の育児参加に関する課題を把握するために社員に対して行います

アンケート調査 ヒアリング調査

5 診断の蓄積 時系列で取組の進捗状況を
判断するカルテ

ファミリー・フレンドリー・サイトでわかること
「仕事と家庭の両立」に関する自社の状況をチェックしてみましょう！

（http: //www.familyfriendly.jp）

※（財）21世紀職業財団では、「男性の育児参加に係る現状と課題を把握するためのアンケート例」を
男性の育児参加応援サイト（http://www.ikujisanka.jp/）でも提供しています。

※

両立指標とは
両立指標は合計61の項目から成り立っています。各項目は、仕事と家庭との両立がしやすい
制度の規定状況、利用状況など、次の5つのカテゴリー（軸）によって分類されています。

①育児や介護のために休業できる制度等
［両立支援（休業）］

②仕事をしながら育児や介護ができる制度等
［両立支援（勤務時間短縮等）］

③①及び②の制度の利用状況［利用状況］
④制度を利用しやすい環境づくり［環境づくり］
⑤その他の仕事と家庭との両立がしやすい制度等

［人事労務管理］

http://www.jiwe.or.jp/ryoritsu/pdf/100204_ikuji.pdf
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実践編 ステップⅡ
体制の整備と実施計画の策定

1. 取組を進める体制づくりは、
どのようにすればよいのでしょうか？

まず、社内に検討・推進委員会を設置することです。
参加メンバーも幅広い層を対象にしましょう。

取組を進めていくための
社内体制づくりが必要です。

●自社の状況に応じた効果的な取組を検討し推進す

るために、中心的役割を果す組織として、男性の育

児参加支援に関する社内検討・推進委員会を設置

することが効果的です。

委員会のメンバーは、育児期の子どものいる社員

や制度利用者(利用経験者)だけではなく、今後利用

する可能性のある既婚者層、独身者など、なるべく

幅広い層を対象とするのが望ましいでしょう。

●取組を経営方針の一部に位置づけ、社内検討・推進

委員会の設置・運営にも、経営トップの積極的な関

与が求められます。

●社内の検討・推進体制が整備されることで、男性の

育児参加を支援するという企業のメッセージが社

内に浸透していくことも期待されます。

【経営者がトップになるタイプ】
●委員会を社長直轄の組織として位置づけ、この事務

局を具体的な施策展開の号令役にすることもでき

ます。このようなトップダウン型のタイプは、社長

の意向がより直接的に組織のメンバーに伝わり、

社内的な決定がスピーディに処理できるメリットが

あります。

●社長直轄の組織とともに、現場の意見の集約や取

組内容を徹底するため、より現場に近い下部組織を

設置することや、社長の意向や組織の取組を経営層

も共有できるよう、役員らをメンバーとする諮問機

関などをあわせて設置することも効果的です。

【人事部主導タイプ】
●人事部は、男性社員の育児参加の取組に実質的に

関わり、推進する立場にあるので、人事部が主体と

なって設置した委員会は、取組内容の検討が効率

的に進行するメリットがあります。

●両立支援制度の導入・改正や男性社員の育児参加

支援の取組では、労使協議がポイントとなるケー

スも少なくないので、人事部と労働組合が参加す

る労使協議の場を社内・推進委員会として活用する

方法も考えられます。

【社員参画タイプ】
●公募によって参加者を募った一般社員主体の組織

や、経営者や人事部主導の組織へ一般社員の参加

を募り社員のニーズを集約して会社に提案するス

タイルをとる組織などがこのタイプと言えます。

社内検討・推進委員会は
主に3つのタイプに分けられます。

まとめ 社内検討・推進委員会の設置における3つの形態

経営者主導型
委員会

●決定迅速
●社内徹底容易

現場に近い下部組織や
役員をメンバーとする
委員会をつくることも

効果的

委員会は取組内容の検討と実際に取組を推進していく機能も担います。

A

●検討が
効率的に進む

労使協議の場を
委員会として
活用する方法も
考えられる

人事部主導型
委員会

B

●社員ニーズの
集約が容易

経営者主導・人事部主導
の組織に

参画する方法もある

社員参画型
委員会

C

それぞれの
会社の状況に
合った委員会を
設置しましょう。

この度、
社長であるワタクシの主導で
検討・推進委員会を
立ち上げました。

当社では社長に
トップになって
いただこう。
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実践編 ステップⅡ
体制の整備と実施計画の策定

2. 取組方針が決まったら、
どのようにすればよいのでしょうか？

取組の第一歩を踏み出すため、
育児参加支援の取組方針を社内外に公表しましょう。

●男性の育児参加支援の取組方針を決定したあとは、

全社的にその取組方針を周知し理解を浸透させる必

要があります。

そのためには、イントラネットやパンフレット、ポスタ

ーなどを利用すると効果的です。また、管理職会議等

の社内会議で、取組方針を説明することも大切です。

●企業姿勢をより明確にアピールするため、ホームペ

ージに掲載したり、アニュアル・レポート、CSRレポ

ートのような企業の経営方針などを表明する重要な

報告書、あるいはメディアを通じて社外に公表する

ことも必要です。対外的な企業イメージの向上に役

立つとともに、社員に対しても自社の力強いメッセ

ージとして伝わります。

社内外への公表は、育児参加支援に対する
意識改革にも役立ちます

まとめ 「育児参加支援」を社内外へ公表する

イントラネットや社内機関誌
専用のWebサイトを
開設し、全社員にそ
の閲覧を呼びかける、
社内報で特集を組む
など、社員の関心を
引く工夫が求められ
る。

リーフレットや冊子
取組方針や取組内容
を伝えるリーフレット
などを作成・配付す
る。取組方針を社長
自身からのメッセー
ジとして、より明確に
伝えることができる。

会議
管理職や一般社員を
対象とした会議など
を利用して、経営者が
直接取組を説明する。
特に、現場において
実際の推進役となる
管理職の理解を深め
るためには効果的。

ポスター
食堂など多くの社員
の目に付く場所に掲
示し、取組方針を浸透
させる。来客用の応
接室などに貼れば、自
社の取組を社外に広
報することにもなる。

社内へ 経営者、全社員への周知。関心のない社員にも
会社の取組方針を理解してもらう必要がある。

社外へ 「男性社員の育児参加支援」を広く世の中に周知するのみならず、
企業のイメージ向上にも有益。

ホームページ
たとえば、社長が「男
性の育児参加支援企
業宣言」を行い、こう
した宣言をホームペ
ージで公表する。企
業イメージの向上に
もつながる。

CSRレポート
CSRレポートは企業が自社
の社会的責任を広く世の中
に宣言するものであり、CSR
レポートで取組方針を表明す
る。社会貢献の高い取組を行
っている企業であることが認
知され、投資家、顧客などの
信頼が高まる効果がある。

会社案内パンフレット
新卒者採用向けの会
社案内などで「男性の
育児参加支援企業」で
あることを紹介する。
社員にやさしく、社会
貢献性の高い取組を
行う企業であることを
アピールできる。

新聞などの外部メディア
メディアからの取材
に応じ、取組事例が
報道されることによ
り、企業の取組方針
を明確にする、企業
イメージを向上させ
るなどの効果が期待
できる。

●たとえば、社長自身が年頭挨拶などで全社員に、男

性の育児参加を支援するという取組方針を伝えれ

ば、その思いは直接的かつ強いメッセージとして届

くはずです。

また、イントラネットや社内報の活用、リーフレットや

冊子の配付、ポスターなどで社員の関心を喚起し、会

社の取組姿勢を広く浸透させることも必要でしょう。

管理職や一般社員を対象とする会議などの場を使っ

て直接説明し、理解を求めていくことも大切です。

社外へ向けての公表

●たとえば「男性の育児参加支援企業宣言」を行い、企

業ホームページや会社案内に掲載することにより、

広く世間に企業姿勢を表明すれば、企業イメージの

向上にも役立ちます。

CSRレポートで、両立支援や育児参加支援を表明し、

株主総会で配付すれば、社会貢献性の高い取組を行

う企業として、投資家や顧客の信頼が高まることも

期待できます。

その他、新聞やテレビの取材に積極的に応じるなど、

メディアを活用することも有効な方法です。

社内へ向けての公表

うちの会社
男性の育児参加を
応援してるんだ。

パパの会社
男性も育児休業を
とりやすく
しているのネ！

え～、みなさん！
今年、当社では…。



1615

企業に聞きました。
男性社員の育児参加をしやすくするために
どのような活動をしていますか？

ステップⅡ編

推進組織として社長直属の推進室

を設置している。

また、推進室の諮問機関として、

執行役副社長を委員長とし、社内カ

ンパニー・分社会社の社長14名で

構成される「アドバイザリー・コミ

ッティ」を設置している。

さらに、取組内容を徹底し、従業

員意識や企業風土を改革するために、

社内カンパニー・分社会社の総務部

長を対象に開催する会議で活動協力

を依頼するとともに、社内カンパニ

ー・事業場、分社会社ごとに「男女

共同参画推進主務担当者」(全60名)

を配置し、推進活動の周知徹底を図

っている。

社内に「男性行員の育児参加検討

委員会」を設置した。メンバーは、

経営管理部メンバー3名（部長、次

長と女性一般職）と労働組合メンバ

ー2名（委員長、書記長）の計5名

である。

この検討委員会は半期に1回開催

し、随時、常勤委員会に状況を報告

している。

社内から取組に賛同する委員（20

名弱）を公募して委員会を設置し、

年3～4回の委員会を通して具体的

な推進施策の設計、取組の運営、施

策のモニタリング、職場PR等を行

っている。

イントラネット上に「男性育児参

加応援サイト」を設け、全社員に公

開している。

本サイトには、①育児参加推進宣

言、②取組内容、③両立支援制度、

④雇用保険からの給付金制度、⑤雇

用管理ルール、⑥育児休業取得モデ

ル、⑦育児参加計画書、⑧相談窓口

を盛り込んでおり、男性社員や管理

職の意識改革にも活用している。

また、本サイトへモバイル接続も

可能とし、客先常駐の社員を含めて

全社員に内容を周知している。

男女社員をターゲットとした『イ

コールパートナーシップ推進』を社

長が推進役となって行っており、そ

の活動の柱として、①多様性の尊重、

②職場におけるジェンダーフリーの

浸透、③ワーク・ライフ・バランス

の推進の3つを掲げている。こうし

た企業の活動の方向と枠組みをリー

フレットにまとめ、全社員に配付し

ている。

男性の育児休業取得者等のインタ

ビュー記事を掲載したポスター、男

性社員をモデルにした育児参加の啓

発ポスター等、オリジナル・ポスタ

ーを作成し、社内に掲示している。

ホームページに「男性の育児参加

促進への取組」というページを設け、

「男性の育児参加サポート企業宣言」

を行っている。この宣言では、「男性

社員が子育てに参加しながら、その

能力を十分に発揮できる環境と制度

を整備するとともに、育児参加を支

援する職場風土と意識改革を促進す

る」ことを掲げ、企業全体で男性の

育児参加を積極的にサポートする方

針を打ち出している。

新聞・雑誌等の取材を通じて、男

性の育児参加を支援する取組方針や

支援内容を外部に紹介している。

「選択と自己実現」、「ワーク・ライ

フ・バランスの促進」、「人・仕事・

処遇のマッチング」という3つのコ

ンセプトのもとで人事制度を見直し、

CSRレポート「社会・環境報告書」

の中で、こうした取組について情報

発信している。

社内検討・推進委員会の
設置について

電気機器製造業
正社員30,200名

銀行業
正社員400名

繊維業
正社員5,200名

社内に向けての
公表について

情報サービス業
正社員500名

化学工業
正社員6,100名

社外に向けての
公表について

情報サービス業
正社員500名

輸送機器製造業
正社員20,000名

照明器具製造業
正社員300名

食品機械製造業
正社員1,000名

実践編 ステップⅡ
体制の整備と実施計画の策定

3. 取組の実施計画策定は、
どのように進めればよいのでしょうか？

自社の現状と課題を分析し、
より効果的に育児参加を促進できる計画を作りましょう。

現状を分析し、具体的対策を
検討・整理しましょう。

それぞれの
企業の状況に
合わせて
計画を策定
します。

いよいよ
具体的な
計画づくり
ですね。

●取組方針が明確になれば、次は具体的な対策を、社

内検討・推進委員会で検討・整理します。

ステップⅠで把握した、自社の両立支援制度の利用

状況、社員のニーズ、職場環境の改善に関する労使

の意識などから、現状をより詳細に分析し、社内検

討・推進委員会で、男性の育児参加を効果的に促進

させるための具体的な計画を策定します。

各取組の優先順位・目標などを決め、
スケジュールを決定します。

●育児参加に向けた働き方の見直し、両立支援制度の

導入・改善、両立支援制度運用の円滑化、社内風土の

醸成などの課題に対応した取組について、優先順位

を明確にし、取組別に目標を設定し、遂行方法やス

ケジュールを決定していきます。その際、目標実現

のためにはどの部署が何をすべきか、より具体的な

内容にするといいでしょう。

●(財)21世紀職業財団の男性の育児参加応援サイト

（http://www.ikujisanka.jp/）では、男性の育児参

加促進実施計画の策定についての情報を提供してい

ます。

http://www.jiwe.or.jp/ryoritsu/pdf/100204_ikuji.pdf
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実践編 ステップⅢ
課題への対応策 ―働き方や制度・運用の見直し―

1. 男性の育児参加を進めるために、
どのような取組を実施すればよいのでしょうか？

まず、働き方の見直しから始めてみましょう。
業務の効率化や、時間管理に対する意識改革などです。

長時間労働など、
日々の働き方を見直します。

●男性社員の育児参加を進めていくためには、長時

間労働などの働き方の見直しをしていく必要があ

ります。

●働き方の見直しとして重要なことは、業務の流れ

や分担を見直し、業務効率化を図ることです。また、

仕事の量や質に応じて職場の要員体制を見直すこ

とも必要です。さらに、長期的取組としては、社員

の能力の底上げをして全体としての業務の効率を

向上させることも有効です。

早帰りによる時間外労働の削減や年次有給休暇の

取得促進などは、こうした取組を併せて実施して

はじめて効果が上がると考えられます。

●働き方の見直しには、現場業務の指示系統のトップに

位置する管理職の意識を改革することも重要です。

① 業務の効率化
●業務の流れや分担を見直すためには、まず長時間

労働の実態を把握することです。アンケート調査

や出退勤の管理システムなどにより、どの部門で、

どの程度の長時間労働が発生し、それはどのよう

な理由によるものかを把握します。

また、職場単位で業務の棚卸しを行い、その全体像

を把握します。このことは、無駄な業務を削減し、

効率的な業務分担を検討する上で有益です。

●職場で必要とされている人材が不足している場合

には、社員の能力開発を進めるなど、長期的な取組

が不可欠となります。

② 時間管理に関する意識改革
●長時間労働が慢性化し、残業をするのが当たり前

となっているケースも多く見られます。経営トップ

が、長時間労働は本来あるべき姿ではないという

メッセージを発信し、全体的に浸透させる必要が

あります。仕事と生活とのメリハリをつけようと

いう意識を持つことが大切です。意識改革を推し

進めても長時間労働が評価されるような評価体系

になっていては意味がありません。仕事に費やし

た時間ではなく、生み出した成果・価値を評価する

体系を整備する必要があります。

③ 早帰り運動、年次有給休暇の取得促進
●ノー残業デーの設定や退社時間の目標設定、年次

有給休暇の取得促進を行うことも有効です。

職場によって繁閑にばらつきがある場合には、職

場単位でのノー残業デーを設定するといった工夫

も必要です。

まとめ 働き方の見直し　YES or NO

分担や流れを見直し
業務効率化を図る

YES!

●アンケート調査、出退
勤の管理簿等により
把握する。

YES NO

YES! YES!

長時間労働の実態と
その原因を把握している？

GO!GO!GO!

職場ごとの業務の
全体像を把握している？

YES

●業務の棚卸しを行い、
無駄な業務を洗い
出す。

NO

YES

●職場の要員体制を見
直す。

●社員の能力開発を進
める。

NO

業務分担を検討した？

業務の効率化はできた？

時間管理に関する
意識改革を行う

早帰り運動、
年次有給休暇の
取得促進

管理職は長時間労働を
否定的に捉えている？

ノー残業デーが
実行されている？

YES NO YES NO

●社長自ら、長時間労
働があるべき姿でな
いことを訴えかける。

●管理職研修などで、
業務効率向上による
働き方の見直しを働
きかける。

●時間外労働の削減効
果が上がらない職場
を個別にフォローする。

●目視による退社の確
認をする。

●職場で繁閑にばらつ
きがある場合は、職
場ごとにノー残業デー
を設定する。

成果を評価する仕組みが
きちんとできている？

年次有給休暇の
取得促進を図っている？

●仕事にかけた時間で
はなく、仕事から生
み出した成果・価値を
評価する考課体系を
整備する。

YES NO

●ワーク・ライフ・バラ
ンスや、業務効率の面
からも重要であるこ
とを訴えかけていく。

YES NO

意識の改革は
できた？

時間外労働の
短縮はできた？
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両立支援制度が男性社員にとっても、
利用しやすい制度になっているか検討してみましょう。

1 育児休業制度

両立支援制度は基本的には男女共通のものですが、これまでは、女
性の利用を念頭に置いて設計されている傾向が強くみられました。
男性の育児参加を進めるためには、男性による制度利用を意識した
制度とすることも有益です。

＜制度の対象の拡大＞育児・介護休業法では、労使協定を締結して
いれば、妻が専業主婦である、あるいは妻が育児休業を取得してい
る等、配偶者が常態として子育てをできる場合には、夫である男性
社員を育児休業の対象から除外できることになっています。

妻が専業主婦や育児休業中でも、夫が育児休業を取得すれば、男性
の育児参加を促進する効果が期待できます。

＜育児休業の分割取得＞男性社員は、①育児期には管理職などに登
用されているケースが多い、②育児休業取得に職場の理解が得られ
ない、③主たる生計維持者が多い、などの理由から長期の休暇を取
りにくい傾向があります。

改正育児・介護休業法（平成21年7月1日公布、施行日は公布日から1年以内の政令で
定める日）では、労使協定により専業主婦の夫などを育児休業の対象外にできるという
法律の規定を廃止し、すべての父親が必要に応じ育児休業を取得できるようになります。

改正育児・介護休業法では、妻の出産後８週間以内に父親が育児休業を取得した場合、特
例として特段の理由がない場合でも育児休業の再度の取得が認められることになります。
＜パパ・ママ育休プラス＞改正育児・介護休業法では、父母がともに育児休業を取得す
る場合、取得可能期間が、子が1歳から1歳2ヵ月に達するまでに延長されます。

育児休業の分割取得を可能にすれば、より利用しやすくなります。

育児休業の一部を有給とするといった経済的支援を行うことも考え
られます。この場合、他の社員とのバランスにも十分配慮する必要
があります。

＜育児休業中の賃金＞男性社員は主たる生計維持者であることが多
く、両立支援制度の利用によって収入が減少すると、家計への経済的
なダメージが大きいと考えられます。

育児・介護休業法では、3歳未満の子を養育す
る社員に対して、事業主が講ずるべき措置とし
て、短時間勤務制度、フレックスタイム制度、始
業・終業時刻の繰り上げ、繰り下げ等の措置の
いずれかを講ずることが義務づけられていま
す。（子が3歳から小学校入学までは努力義務。
※改正育児・介護休業法では3歳までの子を養育する労
働者について短時間勤務制度を設けることや、所定外労

働の免除を制度化することが事業主の義務となります。）
子どもの帰宅時間が保育所より早くなるなど小
学校就学後の方が仕事と育児の両立が難しいと
いう声もあります。法律を上回るように、勤務時
間を柔軟にする制度の適用範囲の拡大を企業と
しては検討することが望ましいと考えられます。

2 勤務時間を柔軟にする制度

●短時間・短日勤務型
1日の勤務時間を短縮する場合、短縮時間を
社員のニーズに応じて柔軟な勤務時間設定を
認めることが望ましいでしょう。また半日勤
務、隔日勤務などの短日勤務を実施する企業
もあります。

●フレックスタイム型
コアタイムを設定する場合が多いのですが、
社員のニーズに柔軟に対応するため、コアタ
イムを設けないスーパーフレックスタイム制
なども検討の余地があります。

●短時間勤務とフレックスタイム制の併用
短時間勤務型だけでは始業・終業時刻が固定
されてしまうので、フレックスタイム制を併
用することにより、始業・終業時刻を柔軟に
設定できるようになります。

●勤務時間の繰上げ・繰下げ型
1日の所定労働時間を変更することなく、始
業・終業時刻を繰上げ・繰下げすることがで
きます。本人の収入に影響はなく、企業の人
事管理の負担も比較的少ないと考えられます。

3 在宅勤務制度

育児を理由とした在宅での勤務を認める制度で、制度の適用につい
ては、以下の2つのタイプがあります。
(a)利用希望者が申請手続きを行えば誰でも利用できるタイプ
(b)在宅で業務遂行することの制約を考慮して、裁量労働制の適用者
といった一定の条件を満たす者に限定して制度を適用するタイプ

在宅勤務については、職場とのコミュニケーションが不十分になら
ないように、週に2～3日程度の在宅勤務にする、あるいは週に1
日は出勤する、年間の取得日数の上限を設けるなどの工夫が必要に
なります。
また(b)のように取得者の要件を設定するのは、働き方の柔軟性が
高まるほど生産性の維持・向上のために、高いモラール・能力が求
められるからです。また、個人情報や機密情報の取り扱いについて
のルールの設定も必要になります。

長期休業取得が難しいという男性社員でも、短期間の休暇を取得し
て育児に参加したいというケースは少なくないと考えられます。

●配偶者の出産時に取得できる休暇制度
配偶者の出産前、あるいは出産前後の一定期間に、年次有給休暇とは
別に取得できる休暇制度を整備することも考えられます。

●子どもの看護に関する休暇制度
育児・介護休業法で義務付けられた小学校就学前の子の看護のため
の休暇（1年に5日まで。※改正育児・介護休業法では小学校就学前の子が2
人以上であれば年10日までとなります。）を超えて休暇を取得できる仕組み
の検討なども考えられます。

●その他様々な事由で取得できる休暇制度
子どもの学校行事への参加、健康診断・各種検査・予防接種の付添い
など、様々な事由で休暇取得できる制度を整備することも、男性の育
児参加を支援していく上で有益です。

4 休暇制度

5 経済的支援

育児に関するさまざまな出費に対して経済的支
援を行うことも、男性の育児参加がしやすい職
場づくりに有益だと考えられます。ただし、育
児期の子どもを持たない社員とのバランスにも
配慮する必要があります。

●育児のための生活費用の補助
育児に係る出費に対する支援制度の導入が考
えられます。企業によっては、既存の配偶者・
家族手当を縮小・廃止して財源を得るという事
例もみられます。

●仕事と育児を両立するための補助
両親等の家族との同居や近隣に転居する等、社
員が仕事と育児を両立しやすい体制を整備する
ための経費を補助することなどが考えられます。

●ベビーシッターなどの補助
ベビーシッターを利用する社員に対する経済
的支援として、利用料金の一部を補助すること
も考えられます。育児期の子どものいない社
員とのバランスを考え、福利厚生制度のカフ
ェテリアプランに育児支援サービスを加え、
必要なサービスを選択できる仕組みを整備す
ることなども有効です。

仕事と育児の両立をサポートする施設の一つ
として、事業所内託児施設を設置することも考
えられます。

6 事業所内託児施設

設置については、企業の立地条件が保育に適して
いるか、社員ニーズがあるのかを十分検討する必
要があります。利用を希望する社員が少数の場合、
他社との共同設置も考えられます。

男性社員が育児参加しやすい職場づく
りを進めるためには、多岐にわたる両
立支援制度が、本当に男性社員にとっ
て利用しやすいものになっているかど
うかを、いま一度検証する必要があり
ます。問題となる部分を洗い出し、改
善していきましょう。

実践編 ステップⅢ
課題への対応策 ―働き方や制度・運用の見直し―

2. 両立支援制度を利用しやすくするためには、
どのようにすればよいのでしょうか？



まとめ 制度利用の円滑化を図るルールづくり

2221

実践編 ステップⅢ
課題への対応策 ―働き方や制度・運用の見直し―

3. 制度運用の円滑化を図るには、
どうすればよいのでしょうか？

両立支援制度を利用した場合の雇用管理上の
ルールを明確にし、周知徹底することが必要です。

雇用管理ルールを明確化し、
全社的に周知徹底しましょう。

●両立支援制度利用に際して、企業の雇用管理上の要

点となることが、賃金、勤続年数のカウント、評価、

代替要員をどうするかといった点などです。これら

はまた、社員にとっても非常に重大な関心事になっ

てきます。

特に男性社員は、一般的に両立支援制度の利用例が

まだ少なく、制度の内容についての理解も進んでい

ない場合が多いと考えられます。制度利用に伴う賃

金や評価がどうなるのかという点は、男性にとって

制度の利用に向けて大きな不安要素となります。

企業としては、制度利用に伴う雇用管理ルールを明

確化し、就業規則や社内のイントラネット等で周知

を図る必要があります。

●育児休業などに伴う代替要員の確保については、

一律にルールを決めるのは難しいかもしれません

が、休業などで業務に支障が出るという懸念が制

度利用の障害となりかねません。

一定期間以上の休業には基本的に代替要員を確保

するなど、企業としての原則的な対応姿勢を示すこ

とは重要です。

●休業者の業務を周囲の同僚たちがカバーするとき、

カバーした同僚たちの評価に当たってその点を考慮

することも、制度の円滑な利用には不可欠でしょう。

制度利用者の支援体制を整備しましょう。

●両立支援制度の利用について、周囲が理解を示し、制

度が円滑に運用されていくためには、制度利用者を

支援する体制の整備が重要なポイントになります。

管理職、周囲のメンバー、人事担当者等がそれぞれ

の立場でどのような支援を行うのかを明確にして

おきます。

雇用管理
ルールを
しっかり
明文化します。

確かに
それは
必要ですね。

賃金
月途中の休業開始や復
帰を想定し、日割り計算
で支給するなどの計算
方法を決めておく。
賞与については、査定期間
と休業期間が重なる場合
の取扱いを明示しておく。

勤続年数のカウント
休業期間を勤続年数に
算入するか否か。
復帰後一定期間の勤務
を条件として、休業期間
も勤続年数としてカウン
トすることも考えられる。

評価、昇給、昇格
育児休業の取得を見込
んで目標設定を低くした
場合、目標達成度をどの
ように評価するかなど、
育児休業取得者の評価
ルールを決め、明らか
にしておく。

賃金
勤務時間を短縮した分の給与の取
扱いをどうするかを決めておく。
賞与についても同様で、賞与を成
果の対価と位置づけている場合に
は、短縮時間を考慮せずに成果に
応じて支給することも考えられる。

評価、昇給、昇格
勤務実態に合わせて目標を設定
し、達成度や時間生産性を判断し
評価する。
勤務時間の短縮により目標設定を
低くした場合の達成度評価は、他
の社員とのバランスを考慮する。

上司とのコミュニケーション
管理職の理解と協力があって初め
て、男性社員は安心して制度を利
用できる。
休業前や復帰前後での面談、休業
中における定期的な情報交換、仕
事や職場の情報提供を行う。

職場の支援体制
管理職や周囲の同僚などそれぞれ
がどのように協力するのか、行動
指標を提示する。
サポートする周囲の社員の評価方
法などを決めておく。

相談窓口の設置
制度の利用や育児参加について、
一般社員の相談に対して、一対一
のきめ細かいアドバイスができる
ように、相談窓口を設置する。

支援者の任命
管理職や周囲の理解を得られない
状況も想定し、職場の社員や人事
部のスタッフなどを制度利用者の
支援者に任命する。
利用者と管理職の面談に加わる等、
多面的に制度利用者を支援する。

休業期間中の支援
制度利用者の、企業と離れている
孤独感、キャリアアップへの不安感
をやわらげ、スムーズに職場復帰が
できるように、自己啓発講座や育
児・復帰に役立つ情報を提供する。

代替要員
育児休業中の業務の代
替について、OB・OG
の再雇用、パート・派遣
社員の採用など、その対
処策を明示しておく。

1 雇用管理ルールの明確化
＜育児休業制度を利用する場合＞

＜勤務時間を柔軟にする制度を利用する場合＞

2 制度利用者の支援体制
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扶養家族手当の見直しに伴い、新

たに子どもが生まれた社員に対して、

子ども1人につき55万円を支給す

ることとした。

さらに会社が提携する子ども育成

保険(将来の教育資金に備える貯蓄型

や万一のための保険型商品等)に加入

する場合は、奨励金として5万円を

追加支援する。主たる生計者でない

場合にも支給する。

ベビーシッター利用補助として、

年度あたり30日まで、1日につき

2,000円を限度として共済会よりベ

ビーシッター利用料金を実費支給す

る。

配偶者が常態として子を養育でき

ず、子を保育所に預けて勤務する場

合は、保育所利用補助金が共済会か

ら支払われる。補助金は、子が満1

歳に達するまでは1ヵ月につき1万

円が、子が満1歳を超え満2歳に達

するまでは1ヵ月1万円を上限とし

て支給される。

事業所内託児施設を設置した。保

育時間は8：00～19：00まで、

定員は15名である。

託児施設の運営は外部の民間企業

に委託しているが、子どもの昼食は

自社の社員食堂から出前をしてもら

い、子どもが急病の場合は、保健室

の看護師に応援を求めるなど、社内

の連携・協力体制を整えている。

賞与のうちの賞与一時金について

は、休業期間分を控除した上で、最

低35％を保障するようにしている。

勤続年数については、復帰後5年

を勤務した時点で、全休業期間を勤

続年数に算入する。

昇格については、職群・等級ごとに求

められる行動やスキルの基準を明確

にした行動基準表をすべて満たし、さ

らに考課が一定基準以上(5段階評価

のうちの上位2評価以内)であれば誰

でも昇格できる仕組みとなっている。

昇格決定時点で条件を満たしていれ

ば、休業がこれに影響することはない。

子どもが小学校就学の始期に達す

るまで利用できる短時間勤務制度は、

1日の就業時間を2時間まで短縮で

きる。

賃金については、短縮した時間分

は減額されるが、子どもが1歳未満

の場合は1時間分のみ有給とする（有

期契約社員は無給）。

制度利用中の評価は、短時間勤務

者が、短縮された勤務時間(5時間

40分)の中でフルタイム勤務者と同

等の成果を挙げた場合は、フルタイ

ム勤務者と同じ基準で評価する。

昇格については、査定期間におけ

る行動基準の達成度によって決定さ

れ、制度利用による影響はない。

育児・介護と仕事との両立を含む

働き方全般に関する相談窓口として、

ワーク・ライフ・バランス・センター

を設置した。当センターには、男性

社員からも育児休業等の問い合わせ

がある。

問い合わせがあった社員に対して、

各種制度や過去の利用実績をまとめ

た資料を配付するなど、諸制度周知

のための情報発信を積極的に行って

いる。

育児休業者に対しては、休業前、復

帰前、復帰後にそれぞれ1回ずつ、

休業者本人とその上司、各部門の人

事担当者の3者で面談を行っている。

面談内容に応じて復帰後のキャリ

アビジョンを修正するなど、休業者

の休業前後の状況変化に応じて、き

め細やかに対応している。

面談内容は記録として残され、上司

が代わった場合にも、引き継がれる。

育児休業者がスムーズに職場復帰

ができ、育児休業中に豊かな生活を

送ることができるよう、インターネ

ットで様々なビジネススキルアップ

のための講座や育児支援のためのコ

ンテンツを提供している。

希望者には、ノートパソコンと専

用PHSを貸与している。

＜事業所内託児施設＞
食品機械製造業
正社員1,000名

百貨店・総合スーパー
正社員3,500名

化学工業
正社員3,100名

電気機器製造業
正社員23,000名

定時退社を原則とし、残業は必要

最低限のものにとどめ、社員は月の

初めに個々の担当業務を見直し、月

間の業務予定表を作成する。これら

の作業を通して、社員は残業時間を

予測することができる。この予定さ

れた残業時間の範囲内で業務を終了

することとし、効率的な業務運営を

目指している。

人材開発部は、部門長に長時間労

働の是正を促したり、長時間労働の

社員と個別面談を行ったりしている。

社長の社内発信メッセージの中で

も、心と身体両面の豊かさを実現し、

充実した毎日を送れるよう業務内容

を掌握し、改善に取り組むことを伝

えている。

こうした取組によって、残業時間

については徐々に改善されている。

全社的に毎週水曜日を「ノー残業

デー」として定め、社員は定時に業務

を終了することとしている。納期が

切迫している等の理由で残業が必要

となる場合には、事前に、時間外労

働が必要な職場の担当の上長が担当

役員の決裁を取った上で、人事部門

に提出するという手続きを取ること

としている。

休業期間が1ヵ月以内の場合には、

積立休暇の日数を活用して有給扱い

にできるようにした。

育児休業について、子どもが満3

歳に達する月の月末まで、1人の子

どもに対して3回まで分割して取得

できるように制度を変更した。

育児のために勤務期間を短縮でき

る対象期間を、子どもが小学校4年

生になるまで延長し、1日につき2時

間30分まで短縮できるようにした。

個々人が担当する業務内容に応じ

て、在宅勤務や週3日勤務、半日勤

務等、多様な働き方の選択肢を持つ

制度を導入している。現在は、シス

テム、研究開発、消費者対応等の部

門を対象に実施しているが、今後は

全社展開を目指している。

育児・介護を理由に年間20日間ま

での在宅勤務を認めている。育児の

場合は、小学校就学前の子を養育す

る社員を適用対象としている。

制度を利用する場合には、制度利

用の希望を申し出て登録し、その上

で、事前（当日の朝10：00まで）に

利用希望日を上司に申し出る。

配偶者出産休暇を2日間から5日

間に延長し、育児休業の最初の5日

間と合わせて、10日間を有給で、土

日を含めて合計2週間休める仕組み

を整備している。また、子の看護休

暇も有給で、5日間取得できる。

傷病や家族の看護に利用できるよ

う、60日を限度に失効年次有給休暇

を積み立てることができる既存の制

度を、小学校入学前の子どもの予防

接種や健康診断等にも利用できるよ

うに改定した。

働き方の見直し
一般産業用機械装置
製造業
正社員60名

日用衛生品製造業
正社員1,000名

その他の製造業
正社員1,400名

両立支援制度の導入・改善

＜育児休業制度＞
情報サービス業
正社員200名

電気機器製造業
正社員30,200名

両立支援制度運用の円滑化

＜雇用管理ルールの明確化＞

■育児休業制度を利用する場合

繊維業
正社員5,200名

■勤務時間を柔軟にする制度を
利用する場合

化学工業
正社員3,100名

＜勤務時間等＞
食料品製造業
正社員1,000名

＜在宅勤務制度＞
医薬品製造業
正社員1,500名

＜休暇制度＞
証券業
正社員2,300名

＜支援体制の整備＞
食料品製造業
正社員1,000名

化学工業
正社員6,100名

医薬品製造業
正社員1,500名

医薬品製造業
正社員1,500名

化学工業
正社員6,100名

化学工業
正社員3,100名

＜経済的支援＞
電気機器製造業
正社員23,000名

企業に聞きました。
それぞれの企業の状況に合わせて
さまざまな取組のスタイルがあります。

ステップⅢ編
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おや、
こんな制度が
会社に
あるんだ…。

実践編 ステップⅣ
課題への対応策　―社内風土の醸成―

もっと育児参加しやすい
社内風土にしていきたいのですが。

男性の育児を特別視しない雰囲気づくりが大切です。
社内風土の醸成には、長期的・継続的な取組が求められますが、
これは必ず実現できることです。

男性の育児参加が、企業にも大切なことを
全社員に理解してもらいましょう。

●社員が、自社の両立支援制度を知らない、理解して

いないケースは意外に多いようです。男性の育児

参加について、正しく理解されていなければ、制度

利用を好意的に受け止めてもらうのは困難です。

●制度を利用することは、利用者本人だけでなく、企

業にとっても働きやすい環境整備による社員のモ

チベーション向上などのメリットがあります。男性

の育児参加の必要性や制度利用についての理解を、

全社員にしっかり浸透させる必要があります。

●社内イントラネットやガイドブック等への掲載
両立支援制度の内容や制度利用中の処遇、男性の

育児参加を支援する取組などについて、積極的に

情報提供をしていきましょう。

●セミナーや説明会の開催
研修や制度説明会等を実施して、会社として、仕事

と育児が両立できる環境整備を進めていることを

示し、男性の育児参加を普通のこととしてとらえる

雰囲気づくりを行います。

職場のサポート体制を整えるキーパーソン、
管理職への教育は重要なポイント。

●育児参加を希望する男性社員の相談相手が、戸惑

ったり、否定的な反応を示したりしては、円滑な制

度の利用はできません。管理職は男性社員の事情

やニーズを十分に理解し、効果的な制度利用が可

能となるよう配慮します。

周囲の社員の理解と協力を促すことも管理職の重

要な役割です。

●ガイドブックの作成・配付
両立支援制度の内容や意義、制度利用のための上

司の役割等についてまとめた管理職向けガイドブ

ックを作成し、配付します。

●管理職研修での教育
研修カリキュラムの中に、部下の育児参加について

の理解を促進するためのプログラムを加えたり、行

政や経営団体などが開催するセミナーに管理職を

派遣する等、管理職への教育が重要です。

他の社員にとっても
会社にとっても
いいことなんだ…。

だから
育児参加が
大切なのですね。

ほら、
知らない人が
まだまだいる。

社内風土の醸成は、制度利
用のカギであり、働き方や
制度・運用を見直ししてい
く上でも大切です。
双方の取組を連動させなが
ら進めていきます。一時的
な取組に終わらせないこと
が肝心です。

対象となる男性社員には、
具体的な育児参加に関する情報提供を。

●男性社員自身が育児参加したいと考えていても、

実際にどのように参加すればよいのかわからない

という社員もいるはずです。このような男性社員の

戸惑いが、育児参加を消極的にさせることが考えら

れます。育児についての情報を提供する等、男性社

員自身の意識改革も必要です。

●ガイドブックによる啓発
男性社員が、主体的に自ら働き方を見直し、どのよ

うに育児に関わるのかを考えられるように働きか

けることが重要です。そのためには、男性の育児参

加促進の取組方針や制度内容の伝達、育児参加の

必要性を啓発するガイドブックを作成配付するとい

う方法が考えられます。

●「育児参加計画」の作成
特に、小学校就学前の子どもを持つ男性社員に対

しては、両立支援制度の内容を周知し、計画的な利

用を促していく必要があります。家族や家庭の実

情にあわせた「育児参加計画」の作成を呼びかける

ことも有益です。

社員が計画を作成したら、職場ではその計画が実

現するよう支援することが重要です。

（P30の「男性の育児参加計画書」参照）

●説明会やイベントの開催
企業が男性社員を対象とした説明会や、子どもと一

緒に参加できるイベントへの参加を呼びかけるこ

とも、意識改革に有効です。

管理職は
職場の体制を
整える上での
キーパーソン
なの。

予
防
接
種
…
…

保
育
所
へ
の
送
迎
…
…

定
期
健
診
…
…

きっちり
理解してもらう
必要が
ありますね。

育児って、
夫がするべきことも
いっぱいあるんだなぁ。
ガンバルゾ！
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男性の育児参加を進めていくとい

う同社の方針を、全社員に周知し、理

解を得るため、男性育児参加プログ

ラム「育児プラン」用紙を全社員に配

付し社内報でも紹介した。

「育児プラン」は①子どもの出産前

②子どもの出産時③子どもの出産後

1ヵ月～半年程度④子どもが2歳く

らいになるまで⑤子どもが小学生に

なるまで、に分けて、休暇・半日休

暇・フレックスの取得予定、取得日を

記載するフォーマットとなっている。

育児中の男性社員が、育児休業の取

得を検討するだけでなく、妊婦の定

期健診時に付き添う、両親学級に参

加する、といった理由による休暇取

得等も含めて、育児参加のあり方に

ついて幅広く考えられるようになっ

ている。

育児参加に対する男性社員の意識

改革のための取組として、地方自治体

のシンポジウム「父親の家庭教育参加

を考える集い」に協力し、社員に参加

を呼びかけた。この他、事業所内託

児施設の運営企業が開催した「パパ＆

キッズのハッピーサタデー（就学前の

子どもを持つ男性社員が、父子で参

加できるイベント）」についても、男

性社員に参加を呼びかけた。

社内イントラネットに育児に関する

コーナーを設け、妊娠出産編、両立編、

パパ編、上司編に分けて、育児に関す

る制度の説明を掲載することで、全

社員に育児参加を啓発している。ま

た、社内報に特別のコーナーを設け、

ワーク・ライフ・バランス、男性の育

児参加をテーマに情報発信を行って

いる。

ワーク・ライフ・バランスに関する

テーマ等について、有識者を招聘し

た講演会を半期に1度（年2回）開催

し、全グループ会社の社員を対象に

参加希望者を募っている。また、社員

から意見を直接収集する方法として、

毎年「従業員意識調査」を実施してい

る。その結果は、職場ごとに公開して

いる。

電気機器製造業
正社員30,200名

社員への情報提供
日用衛生品製造業
正社員1,000名

社員の妊娠→産前休業→出産・産

後休業→（育児休業）→職場復帰（育

児短時間勤務）→フルタイム勤務まで

を一連の流れとしてとらえ、これに関

わる同社の制度をガイドブックとして

まとめるとともに、各ライフステー

ジでどのように制度を活用するか、

その際の処遇はどのようになるか、

管理職はどのように対処・管理するか

について、研修等を通じて周知徹底

している。

妊娠・育児中の部下を持つ上司へ

の教育、意識付けとして、仕事と子育

ての両立支援制度を利用している部

下をもつ管理職に対して、ガイドブッ

クを配付し、理解度テストを実施して

いる。

理解度テストは、具体的には、Web

上で妊娠・育児中の部下を持った場

合のマネジメントのポイントや意識

の持ち方について、10問程度の設問

に回答していく仕組みである。

電気機器製造業
正社員59,500名

管理職の教育
情報サービス業
正社員100名

男性社員自身の意識改革
印刷業
正社員2,800名

食料品製造業
正社員1,000名

企業に聞きました。
男性社員が育児参加しやすい企業風土にするために
どのような取組を行っていますか？

社内風土
の醸成

1.社員への情報提供
取組の方法
● 社内イントラネットへの掲載。

● ガイドブックの作成・配付。

● セミナーや説明会の開催。

3. 男性社員自身の
意識改革

取組の方法
● ガイドブック等による啓発。

●「育児参加計画」の作成。

● 説明会やイベントの開催。

＜意識の問題点はココ＞

2. 管理職の教育

取組の方法
● ガイドブックの作成・配付。

● 新任課長研修などに、部下の育児

休業取得に関する理解促進のため

のプログラムを加える。

● 管理職層の会議に、男性の育児休

業取得者のいる他社の担当者を招

き意見交換をする。

● 行政や経営団体等が開催する育児

参加促進に関するセミナーに管理

職を派遣する。

● 行政等が開催するセミナーを受講

した職業家庭両立推進者が、管理

職会議等で内容を伝達する。

● Web研修等を通して、管理職に意

識改革を呼びかける、など。

＜キーパーソンとなる管理職＞

制度利用希望者の、最初の相談相

手であり、職場のサポート体制の

整備を行う管理職。周囲の社員の

理解と協力を得るのも管理職の

仕事。社内風土づくりの鍵を握っ

ている。

＜企業パフォーマンスの向上と連動する社内風土の醸成＞

より良い
社内風土の
醸成

企業
パフォーマンス
向上

お客様
満足度
UP

社員
満足度
UP

育児参加の
イメージがわかない。

どうしていいかわからない。

職場の反応を気にして、
育児参加の希望を
伝えられずにいる。

依然として育児は
女性の仕事と
思っている。

1

2

3

ステップⅣ編

まとめ 男性が育児参加しやすい社内風土の醸成
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男性の育児参加計画書（フォーマット）

妊娠・出産・育児に関する流れ

【産前】
妊娠

6週間前

【3歳～5歳】

【6歳以降～】

【2歳】

【1歳以降～】

【1歳】

【5ヵ月頃～】
・離乳食の
開始

【産後】
8週間

【出産時】

● 定期健診：3歳
● 予防接種
● 子どもの傷病等の対応
● 保育所への送迎
● 保育所／幼稚園の諸行事
への参加

● 小学校入学

● 予防接種
● 子どもの傷病等への対応
● 保育所への送迎
● 保育所の諸行事への参加

● 定期健診：1歳6ヵ月
● 予防接種
● 子どもの傷病等への対応
● 保育所入所
● 保育所への送迎
● 保育所の諸行事への参加

● 定期健診：1歳

● ならし保育

● 定期健診：3～4ヵ月、
6～7ヵ月、9～10ヵ月

● 予防接種

● 定期健診：1ヵ月

出産

● 妊婦の定期健診
・ 妊娠23週まで：
4週間に1回

・ 妊娠24～35週まで：
2週間に1回

● 両親学級

● 妊婦の定期健診
・妊娠36週以降：
1週間に1回

妻
夫（自分）

【実際に行おうと思うものを
できるだけ具体的に記入してください】

●：当社制度の活用、★：働き方の改善目標

● 妊婦の定期健診

● 両親学級 ● 両親学級

● 妊婦の定期健診産前休業

出産
産後休業

● 退院

当社の制度（例）
【各社で実施している制度を

入れてください】

● 年次有給休暇
●

● 配偶者出産休暇
（上限　日、有給無給の別など）
● 育児休業制度
（ 歳まで、有給無給の別など）
● 年次有給休暇
●

● 育児休業制度
（ 歳まで、有給無給の別など）
● 年次有給休暇
● 看護休暇
（上限　日間／年、有給無給の別
など）

● 勤務時間の短縮の措置
（ 歳まで、有給無給の別など）
● フレックスタイム制度
● 始業・終業時刻の繰り上げ・繰り
下げ

P26をご参照ください。
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実践編 ステップⅤ
取組効果の検証

男性社員の育児参加支援の
取組効果を検証しましょう。
以前より改善されているか、
目標はどの程度達成できているかを把握し、
その後の取組に反映させます。

企業として、取組の途中、あるいは一連の取組が一

段落した段階で、ステップⅠで把握した現状が改善さ

れているか、目標達成はどの程度できているかを検

証します。

また、その結果をその後の取組や、計画の見直しな

どに反映させます。

検証にあたっては、企業共通の2つの視点があげら

れます。

実際に育児参加する男性社員は
増えたか？

●実際に男性社員が育児参加しやすい職場になって

きているかどうかの確認です。

●ファミリー・フレンドリー・サイトによる診断や、社

内アンケート、ヒアリング調査を再度実施しましょう。

男性社員の制度利用状況の変化など、現時点での

自社の状況を把握します。

企業として想定していたメリットを
実際に享受できたか？

●すべての取組効果を定量的に計測するのは不可能

にしても、メリットがあるのかどうか、検証を試み

ながら取組を進める姿勢は不可欠です。

□育児参加のため育児休業を取得したことは、男

性社員自身のモラール、職場での業務遂行、キャ

リア形成にどのような影響をもたらしたか。

□男性の育児参加を支援する中で、採用や社員の

定着の面でどのような変化があったか。

など、さまざまな視点から効果を見ることはできる

はずです。

●取組効果があった点について、社内に情報提供す

ることは、その後の取組の推進力の強化につなが

ります。

検証と実施計画の修正を繰り返し、効果的な取組

を継続していきましょう。

育児参加する
社員は
増えましたか？

取組効果の
検証は
必ず行う
わけですね。


